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1 新しいキーワード「情報ネットワーク」
経営情報論の分野で， MIS,OAから情報ネットワーク システムが新し
いキーワードとして登場してきた。その仕掛人が，コンピュークと通信技術
の発達であることは，周知の事実である。
単独のコンピュークを中心とした活用の時代（点の時代）から，分散情報
処理， OAを経て，組織間の複数のコンピューク等が通信回線で結合されて
活用される時代（ネットワークの時代）に発展しつつある。コンピュークは
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単体で使用されるときより，通信回線で結ぴつけられたときのほうが数倍，
数十倍の力を発揮する。 コンピュークとコミュニケーションとコントロー
ル，所謂3C時代， あるいは情報ネットワーク時代の実現である。「コンピ
ュークのネットワーク化によって世界がはじめて手にした新情報化時代であ
(1) 
る。物の流れとは別に，情報の巨大な流れがこの世に出硯したことになる。」
「情報ネットワーク シンテム」の進展の背景には，①技術革新（超
LSI革命， ME革命，ニューメディアの出現），③ 制度革新（通信回線の
開放，自由化による情報処理と情報通信とデーク・ベースの結合）， ⑧ ① 
と⑨の結合によるシステム・イノベーション（点→線→面→ネットワーク）
の技術面 (seeds)の発達（主として自然科学的側面）があり， それに対し
て，④ 経済，社会，経営側のニーズ，進歩，革新，利用面 (needs)の進
展（主として社会科学的側面）とがいかに結びつくか，という問題がある。
（図1参照） 技術面 (seeds)の発達（自然科学的側面）
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図1 情報ネットワーク システムの背景
(2) 
技術革新，制度革新についてはすでに取り扱ったので，その要点のみを記
述する。
(1) NHK取材班編「コンビュークーが世界を変える(1)」（昭63,角川書店） p.8。
(2) 拙稿「MIS,OAとニューメディア(1)(1[)」（商学論集第29巻第5号， 第6
号）。
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① 技術革新の内容として，まず集積回路 (lntegretedCircuit : IC)の
発達があげられる。わずか数ミリ角の基板に数千から数万個にも及ぶトラン
ジスクー相当量を格納することが可能な大規模高密度集積回路 (LSI)時代
の到来は，いまや「マイクロ エレクトロニクス (ME)革命」という名の
産業革命を引きおこしつつある。
つぎに銅線の1万倍以上の情報を，雑音を忌避して（電気的，磁気的，温
度変化による影響をほとんど受けずに）伝送出来る，毛髪のように細いシリ
コンを主原料としたファイバーを使用した光通信，そして地上のケープルを
敷設することなく，どこでも大量に情報を送ることの出来る衛星通信があげ
られる。
R 前記の技術革新の進展が，通信回線の開放，自由化（特に昭和60年4
月1日からの第三次開放以来）により，情報処理と情報通信の結合により，
オフィス等の機能空間（同一オフィス，工場，企業内のみならず，他企業，
産業間）の数多くの結合をより的確にし，拡大し，統合的空間の出現，性能
の増大を計れる強力なパワーのある状況の出現に向っている。
具体的には INS,VAN, LAN,さらに CATV,CAPTAIN (Videotex), 
Teletext等があげられる。
第一種電気通信事業 (1988.3.1現在，事業者数3咲t)は， 1985年度の5兆
3,07嘩円から， 1991年度には7兆8,512億円へと年率6.7彩で成長すると見込
まれている。また，第二種電気通信事業（事業者数507社， うち一般第二種
40晦，特別第二種17社）は， 5,200億円から 2兆8,266億円へと年率32.6彩
の高率の伸びが見込やれている。
国内第一種電気通信市場においては， 1986年に第二電電圏，日本テレコム
眺日本高速通侶圏および東京通信ネットワーク（樹のいわゆる新電電4社が
(3) 
スク・ー トした。
⑧ ①とRの結合的発展によって，その技術的基礎的構成から得られるも
のは，情報に広がりと速さを与えたことであり，時間的，空間的制約を超え
(3) 日本情報処理開発協会絹「情報化白書1988」pp.35-36。
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た短絡であり，いろいろな社会単位が従来のワクを超えて結びつく種々のネ
ットワークの形成である。ここに点→線→面と発展し，ネットワーク シス
テムが出硯する。
④ しかしこの情報ネットワーク化の進展も，経済，社会，企業等のニー
ズとどう結ぴつき活用されるかが重要な問題であり，われわれの関心のボイ
ントは勿論この社会科学的側面との，側面からの考察にある。
2 検討の視角一_•問題意識と方法
ところが社会科学的アプローチをとる研究に関してみると，マクロ的アプ
ローチともいうべき，社会学的，経済学的観点から展開されたものが主流を
なしているのではなかろうかと考えられる。ここではその詳細については触
(4) 
れないが，次に記するような言葉でその内容がよく示される。
「情報を媒介とした『業際化』」，「『規模の経済性』から『範囲の経済性』
さらには『連結の経済性』への移行」，「情報の連結による情報の集積と発散
システムの機能」，「情報の共有と占有」，「相殺決済機能と貨幣の代替機能」，
「ノード（結節）型企業とオルガナイザー企業」，「求心力と遠心力の矛盾」，
「強固な連結，ゆるやかな連結」，「『もの』の経済からサービス情報経済へ」，
「コンペティションからコンテスクビリティヘ」，「市場構造の開放性と閉鎖
性」等の表硯で示される。
(5) 
あるいはまた経営活動に廃しても次の様な種々の効果が指摘される。
(4) 宮沢健一絹「高度情報化社会の流通機構」（昭61,東洋経済新報社）。
宮沢健一著「業際化と情報化」（昭63,．有斐閣）。
拙稿「情報化と企業経営」（商学論集第3頌桟53, 4, 5号）。
今井賢一・金子郁容著「ネットワーク組織論」（昭63,岩波書店）。
金子郁容著「ネットワーク時代の企業」（昭60, 日本経済新聞社）。
同上著「ネットワーキングヘの招待」（昭61,中央公論社）。
今井賢一著「情報ネットワーク社会」（昭59,岩波書店）。
(5) 和多田作一郎著 fVANの理解を深める本」（昭59,実業教育出版）。
同上 著内ANの活用を深める本」（昭63,実業教育出版）。
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「情報短縮効果，時空克服効果」，「ロス・クイム短縮」，「事務の省力化」，
「川下思考による顧客ニーズヘの適合」， 「異業種情報の相互乗入れ効果」
等。
それらはすべて肯定されるべき内容であり， 決して否定すべきではない
が，情報関連技術の発展の側面を土台として，それにもとづく利用効果を，
マクロ的，結果的に推定されているものがまだ多いのではないだろうか。
ここでまず取り上げようとする消費財メーカーの主休面からみた流通の情
報化については，以下のような「模範解答」が考えられるが，それを達成す
るためには，情報化以前の種々の改革の必要性がある。そういう点からアプ
ローチすべきであるというのがここでの主題である。
「消費財メーカーは，ブランド信仰力の低下，川下からの情報伝達の非効
率性などの状況下で，情報ネットワークの形成を通じて消費ニーズの的確な
把握を行ない効率的生産，在庫を達成するとともに商品開発力の強化を目指
しつつある。また，情報ネットワーク化により従来の流通チャネルの再編，
活性化を図る場合も多い。たとえば，小売店との間で情報ネットワークを形
成し，小売店に対しては経営ノウハウ等を含むソフトウェアを提供し，一方
で小売店の営業情報の把握を目指そうとするシステム，本社と小売店，販売
会社，工場などを情報ネットワークで結合し，小売店の販売動向を販売会
社，工場の在庫コントロールや生産計画に結びつけ，生産，流通の効率化を
図ろうとするシステムなどがある。 また， メーカー相互間で VANを形成
し，卸からメーカーヘの発注情報，メーカーから卸への納品情報，代金請求
情報などのやりとりを行ない，メーカーと卸の双方の共通情報を取りまとめ
標準化しようとするものもある。
このほか，系列小売店にパソコンを導入し，パソコンによるネットワーク
で受発注情報のゃりとりを行なうとともに，売掛け管理や在庫管理さらに顧
客デークペースの作成などを行ない，生産計画に役立てるとともに，系列チ
ェーン店の経営効率化を図ろうとする例があるが，こうした動きは，家電，
化粧品，医薬品，カメラなどの商品力の強い大手メーカーの存在する業種を
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中心に進んでおり，メーカーによる系列政策の再編・強化を目指す動きとみ
(6) 
ることができる。」
上記のうち，後で検討するように，「消費者ニーズの的確な把握」が POS
等を活用するとしても，相当工夫を凝らす必要があり，そう簡単に達成でき
ない課題が存在する，情報ネットワーク化と流通チャネルの改革との関係に
ついて検討すべき課題が存在する，小売店との関での情報ネットワークが少
数の例を除いてまだ完成されておらず， 相当困難な課題が存在する， 「メー
カー相互間で VANを形成」することがどういう実例を指すのか，「メーカ
ーによる系列政策の再編・強化」がはたして最善の方策であるか，等を問題
点として取り扱ってみるつもりである。
3 経営学的考察
かつて OA論に関して，「双方統合アプローチ」を検討し，双方向性を隠
めるとしても両方の矢印の示す強さを同程度のものと考えるよりも，やはり
組織変革，経営管理の改新による側からの指向の方に重きが置かれるべきで
ある，と述べた。
「技術革新」が川の向う岸で進んでいるのを，こちら側から橋をかけ，ぁ
るいは舟を出して積極的に取り入れることによって， 「経営組織」， 「経営管
(7) 
理」，あるいは「経営システム設計」に主休的に生かして行くべきである。
その後「情報ネットワーク技術」の発達は目覚しく，それを経営活動に取
り入れ活用すべきことは当然であり，すでに相当流用に成功している実例も
生まれつつある。そのような硯状から成功例をも参考にしながら，経営側の
ニーズをもっと掘り下げて検討し，そこに見られる改革の必要性を，情報ネ
ットワーク活用以前の問題から追求し，その上で情報，特に情報ネットワー
クの特性をかぶせ，からませ，それによる効果の拡大，増大を見出す方法論
(6) 宮沢健一編前掲書 p.41。
(7) 拙稿「「OA」の経営学的考察」（商学論集第28巻第4号）。
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をとることが，経営学という立場からの追求になるのではないかと考える。
まず経営活動（管理活動）そのもののニーズから出発して，それから経営
情報が活用される目的，さらにそれが活動する環境条件（組織内，組織外，
組織問）を取り上げ，そのような構成に必要な適合する情報ネットワークの
形成へと進めるアプローチがあるべきではないかと考える。この発想は以前
(8) 
からもっている「歌舞伎の黒子」的考え方が根底にあるからである。
情報システムは，経営組織がその状況に応じてもっとも的確な行動を採択
し， より効果的，効率的に目的を達成するためのサボート システムであ
る。情報は，組織行動の必要に応じて吸収され，活用されて，はじめて価値
(9) 
が発揮される。そのためまず組織行動が状況に的確に対応しうるように，経
営者，管埋者が常に問題意識をもち，改革を実施しなければならない。その
上において，そこから演繹的に導きだされる情報ネットワーク システムの
活用方式，方法の具体的な設計のあり方が浮かびあがってくる。
初期の OA(Office Automation)では，従来のコンピューク化から残さ
れた部分，領域における作業的処理の正確化，迅速化による事務作業の能率
化を目的として，特にオフィス ワーク（作業）のスクンド アロン型パー
ソナル コンビューク，ワードプロセッサ，ファクシミリ，複写器等による
部分的機械化にすぎず，個別的，作業的側面の合理化のみであり，到底演繹
(10) 
的方法によるシステム的考察を加味したものとはいえなかった。
しかしパーソナル コンビュータの高性能化， LAN(Local Area Net-
work)の実現により， ネットワーク的に進展し， 現場の参加のボトム ア
ップ式，大象化方式による末端活動の活性化をもたらす方向に，それぞれの
現場のニーズ，経営システムの改善の必要性の隠知からはじまっての演繹的
思考にもとづく導入，活用を考慮する必要が重要となってくる。ましてや遠
隔地の組織空間（同一組織間，異組織間とも）の数多くの結合ということに
(8) 同上論文。
(9) 涌田宏昭著「OAとネオ・マネジメント」（昭57,白桃書房） p.123。
(10) 拙稿前掲論文。
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なる場合，各組織行動システムおよびその関連性の上から生ずる経営管理上
の必要性を見出し，それをサポートする情報ネットワーク システムの役割
を確立し，この両者が適合関係において，相互に補完し，浸透し合って結合
し，一体化した新しい機能システムとして相重なる領域として確立し成立し
なければならない。
4 検討の対象とフ゜ロセスの概要
前記のような主旨にそって，具体的に企業（消費財メーカー，その流通，
さらに卸問屋， 小売店について）の実例を検討し， その開題点を明らかに
し，今後の「情報ネットワーク システムと企業経営」について考察する。
詳細については，さらに後記するが，検討の対象とした企業およびその検
討のプロセスの概要をまず簡単に述べておく。
(11) 
(a) まず「花王」を第一に取り扱った。「花王」は「消費財メーカーにと
って，消費者が求める商品を“いかに速＜，いかに安く’'提供するかは最も
重要な『企業の生命線』である」との主旨のもとに，情報システムの問題よ
り以前に，①消費者の求める商品は何であるか，Rそれをいかに速く，いか
に安く提供するか，が課題となっている。
そしてRについては，流遥の「暗黒大陸」といわれる難問への挑戦からは
じまり，「販社」，「物流システム」の改革（「メーカーの物流」から「メーカ
ー，販社こみの物流」，「販社の在庫のすべてを花王の所有として，販社の適
性在庫量を決定する権利をもっ」という発想の転換）が取り上げられる。
つぎに①については，消費者ニーズの多様化，個性化，プロ化傾向，ファ
ミリー・コースからパーソナル・コースに変化した状況に対応するため，メ
ーカーと販社および卸問屋間の物流問題を改善し（広域流通センクー，立体
(11) 大槻憲昭著「花王の恐るべき戦略 VAN/」（昭62,中経出版）。
花王石鹸システム開発部著「花王のパソコン社内革命」（昭57,中経出版）。
花王石鹸九十周年記念出版「4,000人の軌跡」（昭55,花王）。
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自動倉庫，自動・半自動ピッキング・システム，配送スケジュール・システ
ム， LIS(Logistic Intrmation System〕），さらに「店頭こそ経営戦略，戦
術の最前線であり，源である」との主旨のもと，さらに小売店との関係に非
常に力を入れつつある。（図2参照）
(12) 
園2 花王の情報・物流ネットワーク
またこれらの検討を行なっている過程で，そのような改革が積極的に推進
される背景に「花王マネジメントの系必密」が存在することが理解されたので
取り扱いたいと考える。
(b)「花王」を取り扱っているプロセスにおいて，そのライバルともいわれ
る「ライオン」の動きを検討する必要が生じてきた。 それには VAN運営
(13) 
会社「プラネット」を検討することが必要となった。
これはライオン隙， ユニ・・チャー ム（樹， 資生堂， サンスター圏， ジョン
(12) 生方幸夫著「VANが動くビジネスが変わる」（昭62,朝日新聞社） p.83。
(13) 玉生弘昌著「流通 VANの戦略」（昭63,産業能率大学出版部）。
生方幸夫著前掲書。
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ソン偉， 十条キンバリー圏， エステー化学側， 牛乳石鹸共進社（樹の8社と
VAN会社である圏ィンテックックとの共同出資による「業界 VAN運用
会社」（昭和60年8月設立）である。 （図3参照） （その後， 参加メーカーも
増加し，昭和63年8月現在，参加メーカー27社，卸店240店である。）
吃塁を二鈎ー 加盟←カー 加盟卸店ぞ見雙堕竺
ヽI I 
l 口 I ＼ △ △ I 
I I ¥ ＼ 
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I ヽ
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(14) 
プラネットとインテックの関係
設立の背景として「花王」に対抗する意味もあったが，個々のメーカーの
情報化戦略推進に伴い，各メーカーが協力することによって，業界全体との
情報化に対する重複，過剰投資を避け，卸店のシステム化支援を行い，業界
の複雑な流通機構全体の体質強化を図ることを目的とした。
ところが「プラネット」の長所と欠点があり， メーカーと卸問屋との間の
「インフラとしての VAN」,「足腰の情報処理」としての成功がある反面，
情報そのものの販売戦略へのつながりがまだ不十分であり，また卸問屋と小
売店との間の関係がまだ未解決である（そのため末端の小売店の情報の把握
が不十分である）という問題点等があり，それらについてどのように考える
(14) 生方幸夫著 前掲書 p.65。
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べきであるかが重要であると認識した。
(539)253 
消費者ニーズの多様化にいかに対応するか，末端の小売店の情報（川下情
報）をいかに的確に把握するかという点に関しては，大手の各スーパーの情
報システム， 特に「イトーヨーカ堂」， その傘下の「セブン・イレペン・ジ
ャパン」， さらに薬店のチェーンからなる「ファルマ」の実例を検討するこ
とが重要であると考えた。
(c)「日経コンピューク (1987.9.14)」で「大手スーパー 4社，戦略的情報
システムを相次ぎ展開」と題して特集が記載されている。
(15) 
その冒頭で次のように記されている。
「ダイエー，イトーヨーカ堂，西友，ジャスコの大手スーパー 4社は， 100
億円規模の大型投資で90年代の経営基盤となる情報システムの構築に乗り出
した。
その中核となるのが， 全店 POS （販売時点情報管理）導入で全商品を単．．．．．．．． 
晶管蓮し，在庫の圧縮や的確な商品仕入れを可能にする本格的なマーチャン
ダイジング・システム (MDS)と， 非小売部門の事業多角化を支える独立
したネットワークの構築である。 ............ 
先行するイトーヨーカ堂は MDSで高収益型の効率経営を追求，ジャス
コもこれを追う。 ダイエー ， 西友の両社は MDSに加えてネットワーク戦
略を重視し，グループ会社による事業の多角化を支援する。（傍点引用者）」
情報システムの構築で達成しようとしている経営上の目標は大きく分けて
3つある。
「まず最大の狙いが経営効率化の追求であり，在庫圧縮によって粗利益率
を向上させ，無駄を徹底的になくすことである。第2が消費の質的変化に柔
軟に対応していくために，店舗主導の自主的なマーチャンダイジングを展開
できるようにすること。そして第3がグループの事業多角化を支援していく
(15) 日経コンビュータ1987.9.14号 p.59。
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情報ネットワークと企業経営(I)（中辻）
(17) 
表1 ●4社の経営戦略と情報システムの効果
(541)255 
社 名 ;情報記投シ資ス 経船営画革の新名I経営革新のねらい I 情入報効果シのス実テ績ムによる導
ダイエー 110億円 総合シス マス・マーチャンダイジ 1984---86年の3年間で，
（新 POS テム化計 ング・システムの確率 衣料品 POSを導入した
システム 画 ①POSでロスをなくし 店舗は未導入の店舗より
のみ） 経営を効率化 も
③顧客に対する利便性の ①売上高伸び率が平均で
増大 3ボイント，③粗利益率
③ダイエー・グループ間 で1ボイント，⑧商品回
での情報の有効活用 転率で約1.5回転，とそ
④ダイエー・グループの れぞれアップした
事業多角化支援
イトー 100億円 業務改革 ①死に筋を追放③売れ ①在庫の減少（81年447億
ヨーカ堂 (POSシ 筋・見せ筋の投入とフェ 円→86年368億円）R在庫
ステムの イス管理⑧資本・労働生 日数短縮（同25.5日→同
初期投資） 産性の改善と． POSを含 16.6日） ⑧粗利益率アッ
む単品情報システムの確 プ（同24.6％→同29.8彩）
立④契約システムの確立 ④衣料の JANコー ド・
と販促革命⑤ストアの自 マーキング率 (85年10月
主性の確率⑥スクッフ部 87彩→86年4月99彩） R 
門の業務改革R以上の基 指定納品率向上 (83年3
礎工事の成果を見極め， 月70彩→86年3月9綿）
本格展開
西 友 120~130 アクショ 「90年代に向けての経営 アクション25(1984'1平～）
億円(1987ン25 基盤の整備」 をスタートし， 1年半で
~89年 ①既存店の活性化一売場 ①粗利益率が0.9ボイン
SMILE- 変更・改修投資を含む③ ト向上，③在庫金額が93
NETに対 商品開発力の強化ー自社 彩に減少，⑧実験店舗で
する投資） ブランドの売上比率を10の POS導入によりレジ
彩から30彩にアップ⑧マ 台数が12彩減少した。将
ネジメント・オペレーシ 来は「創立30周年 (1993
ョンの仕組みを変える一 年）までに粗利益率で3
本部中心型から店中心型 ポイント上げたい」
へ（係長クラスまでの利
益責任） ④西友グループ
の事業多角化支援ーファ
イナンス，保険，旅行，
チケット，映画館，通信
販売
(17) 同上 日経コンビューク p.65。
256(542) 第 33巻第4• 5号
社 名 I“情報‘投シ資ス 経酎営画革の新名I
ジャスコ 150億円
（うちソ
フト16億
円）
(18) 
ことである。」
営業効率
化推進運
動
経営革新のねらい
①不振商品をなくすR後
方在庫をゼロにする⑧す
べての発注を電子的に行
う（取引先とのオンライ
ン） ：JET（ジャスコ・エ
クスクーナル・トランス
ミッション・システム）．
毎日発注体制の確立④店
舗と本部との双方向の情
報交換
情入報効果シのス実テ績ムによる導
1984~198眸の3年間で
全休の粗利益率が1.3ボ
イント，在庫日数が2.1
日それぞれ向上した
今回はそのなかでも POSを活用して，在庫圧縮，無駄の排除，消費者ニ
ーズを柔軟に対応することによって粗利益率の向上の追求を戦略とする「イ
トーヨーカ堂」その傘下の「セブン・イレブン・ジャパン」， 特に後者につ
いて，その活動状況およぴ問題点を検討することとした。
イトーヨーカ堂は， 「売り上げ至上主義から利益指向に経営を転換する」
ため，「業革」と呼ばれる業務改革運動の展開のなかで， 100億円を POSに
(19) 
投資，オンラインによる全商品の単品管理休制を85年末に礁立した。
「発注→納品→検品→販売→分析→企画→発注というマーチャンダイジン
グのサイクル全休を通じて 1つ1つの商品の流れをオンラインで追跡，分
(20) 
析，企画」するため， POSの本格導入が不可欠になる。
死に筋商品（売れない商品）の発見，売場からの追い出し，さらに死に筋
商品発生の未然の防止，と経営の効率化の徹底的追求，店舗主導型のマーチ
ャンダイジングの確立が目標である。 この点について後で詳細に検討する
が，ここでは「イトーヨーカ堂」の全店 POSやネットワークの活用が実際
(21) 
にどれくらいの業績への寄与があったかの数字のみを引用紹介する。
(18) 同上 日経コンピューク p.60。
(19) 同上 日経コンピューク p.61。
(20) 同上 日経コンピューク p.61。
(21) 同上 日経コンピューク p.65。
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國5 ●4社の売上寓と縫常利益の推移
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園6 ●イトーヨーカ堂の粗利益率と在庫金額の推移(23) 
(22) 同上 日経コンピューク p.62。
(23) 同上 日経コンピューク p.62。
258(544) 第 33巻第4• 5号
「82年を境にイトーヨーカ堂の経営利益がぐんと伸び，他の3社を大きく
引き離していることが分かる（図5参照）。 同社の好収益は 81年から進めて
きた業務改革運動の成果といえるが， 85年8月から同年12月にかけての全店
への単品 POS導入が好収益を支える基盤となっている。
図6は，その業革と POSの導入による業績への影響をみたもので， 81年
度の業革スクート以降， 85年度の全店 POS導入まで粗利益率が24.6%から
29.3彩へと， 4.7ボイントも上昇した。 その後も POS導入の効果で86年度
には29.8彩となり，粗利益率は30彩を突破しようとしている。一番注目すべ
きは平均在庫日数の減少である。 81年度には25.5日だったのが， 86年度には
16.6日と 9日間も縮まっている。」
イトーヨーカ堂のこの方針は， ジャスコに同様な傾向もあるが， ダイエ
ー，西友とは異なるものがある。そこに各社の戦略，あるいはオーナ一社長
(24) 
の哲学ともいうべきものの差異が基本には存在すると考えられる。このよう
な基本の相遮から検討する必要があることが感ぜられたのでその機会もぜひ
持ちたいと考えている。
なおここでイトーヨーカ堂のシステム構成を述べておくと，本社のホスト
である IBM機，全店舗からの POSデータの処理を行う野村コンピュータ
システム (NCC)の日立機，そして各店舗システム（子 POS,親 POS, ス
トア・コンピュータで相互バックアップ，店舗に LAN(Local Area Net-
(25) 
work)を導入， SA化を推進）の3段階構成になっている。
(d) 急成長を続けるコンビニエンス・ストア (CVS)であるセプン・イレ
プンの出店数が，フランチャイズ・チェーン方式で店舗網を急速に拡張して
きており，昭和62年4月24日，ついに3,000店を突破した。第1号店が，東
京・豊洲にオープンしたのが， 昭和49年5月15日， わずか 13年足らずであ
る。
「本部であるセプン・イレプン・ジャパンの決算期は2月である。 62年2
(24) 塩沢茂著「イトーヨーカ堂店長会議」（昭61,講談社）。
(25) 前掲 日経コンピューク p.67。
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月期では，チェーン全店の売上高は前期比15.1％増の5,219億700万円であっ
た。
このうちわけは，加工養品が2,186億7,900万円で，全売上高に占める構成
比は41.9彩， ファースト・フードが1,054億2,500万円で，構成比が20.2%,
生鮮食品が687億4,800万円で，構成比が13.0％である。食品関係は合わせる
と3,919億5,200万円で，構成比は実に75.1％となっている。残りが非食品で
(26) 
金額は1,299億5,500万円，構成比は24.9彩である。」
「直営店の売上や加盟店からのチャージを含むセブン・イレプン・ジャパ
ンの営業収益は62年2月期で946億7,100万円となっており，前期比13.0％の
伸びであった。経営利益は312億5,100万円で，前期比22.5％の大幅な増加で
(27) 
あった。」
「大手百貨店や大手スーパーの前2月期の売上は個人消費に支えられて増
収となったが，それでも百貨店は 1ケタの伸びにとどまった。スーパーも，
イトーヨーカ堂が18％と大きな伸びを示したほかは，軒並み1ケタである。
それだけに，セプン・イレプン・ジャパンや親会社のイトーヨーカ堂の好調
(28) 
が目につくわけである。」
セプン・イレブン・ジャパンでは，⇔・「小売店は情報産業である」， 「変化対
応産業である」という基本的な思想のもとで，お客のニーズを基点としてす
べて考え，さまざまなシステムを構築してきた。
野村コンピュータ サービスのオンライン網を借用して， CVS本部と全
加盟店間を双方性 POSレジスターで結んで活用するシステムは注目すべき
ものであるが，それを包含した総合店舗情報ネットワーク システム，ペン
ダーを巻き込んだ合理的な配送システムの導入，それらをトークルに管理す
る経営システムの構築（図 7参照）， 高収益と抜群の財務内容（別途積立金
325億9,000万円，自己資本比率57.8%）， 現状打破， 変化への対応のための
(26)岩淵明男著「セプン・イレプン流通革命」（昭62, オー エス出版社） p.25。
(27) 同上 p.39。
(28) 同上 p.39。
260(546) 
小日高頻度納入
定時配送
第 33巻第4 • 5号
共同配送センター
（コンピュータ制御によるピッキング）
(29) 
図7 セブンイレブン・ジャパンの情報・物流トータルシステム
アン・ラーニングの思想等を検討する。大きな指導力を有する FC本部とし
て小さな変化にも対応できる機動的な SA化の最先端をゆく情報武装型小
(30) 
売業である。
しかしこのような高収益，在庫低減方策が加盟小売店，ベンダー，メーカ
ー等のすべてにとってベストであるのかどうか，あまりにも無駄のない，ゅ
とりの見出せない状況の連続に対する再検討の必要性も存在するのではない
だろうか。この点も検討してみたいと考えている。
(e)「ファルマ」は，大阪の堺に本部をおく薬店のボランタリーチェーンで
ある。小売店と問屋を結び独自の通信・情報処理システムをもとに， 「草の
根 VAN」とも言うべき新たな業態を創造した。
ファルマは， 「高度情報化社会は細部にエビス様が宿る」という発想が根
(29) 生方幸夫著前掲書 p.43。
(30) 岩淵明男著前掲書。
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底にあり， 「問屋が素直にさえなってくれれば‘‘売れ筋”なんか苦もなくわ
かる。なぜなら今売れている商品を一番よく知っているのは問屋だからだ。」
また，「貴重な情報の発信源である中小企業が‘‘儲かる情報”活用の主役，
チェーン店同士のヨコの連絡を活性化させなければ情報もまた活性化しな
ぃ」という考えのもとに，ュニークな情報ネットワーク システムを構築し
ている。
「商品でなく情報だけを取り扱う」，「『モノを買わない』システムづくり」
というアイデアからスタートしたが， 単に情報システムの構築だけではな
く，「単品バラ発注」，「100彩現金支払」，「返品なし」，「物流は週二回」とい
うこの業界の従来の慣習にも挑戦し，さらに「共同決済口座」，「ワンデー・
ペイメント システム」，「オフコンとパソコンの連結，簡易言語使用」等に
(31) 
代表される特色あるシステム作りに成功している。
(f)以上のように対象とした各企業を検討したプロセスにおいて，共通して
認識されるものは何か。そこには何よりも「情報創造のマネジメント」があ
ること，また「企業パラダイムの転換」がみられることであろう。
ここで「戦略とは， 環境と能力を関係づけて差別化した資源展開の概念
（コンセプト）を創ることである。」「環境が変ればパラダイムやその実行手
段，そして行動様式も変わらなければならない。しかし個人や組織のアンラ
(32) 
ーニングは苦渋に満ちた営為であり，きわめて困難な課題でもある。」
きびしい環境状況，競争状況において，事業革新を構想し，競争革新を実
現するための戦略的展開には，組織柔軟性，あるいは戦略的柔軟性が必要で
あり，この鍵を握るものが組織文化，とりわけ戦略文化である。
すぐれた経営者や鋭敏なミドル層の自己の解釈システム（メンクリティ，
文化フィルクー）とトップを含めた力のある経営者のパワー・フィルクーと
して働く解釈システム（戦略文化）の変革をくぐり抜け，意思決定（戦略）
を介して経営行動に変換され，組織メンバーが共有する価値システム，解釈
(31) 松田康之著「情報武装革命」（昭62, オフィス2020)。
(32) 野中郁次郎著「企業進化論」（昭60, 日本経済新聞社） p.226。
262(548) 第 33巻第4• 5号
(33) 
システムを通じて行動受容される。
戦略的思考の革新の戦略論的考察，さらに組織論的考察以外に情報論的考
察にウエイトを置いたものとして， 「情報創造のマネジメント」の表現があ
る。その基底には従来の情報観（情報は現実の鏡であり，写像である）を超
える情報隠識が流れているかどうかの問題があるが，ここでは論じない。こ
こでは「情報の創造」とは，組織のあらゆるレベルで，それを「発想転換や
視点転換を起こすような意味ある情報（概念や価値）をつくる」ように活用
(34) 
できる人間，マネジメントの大きな努力のなかに生れるものである，と指摘
することにして，後で詳細に検討する。
加護部 忠男教授は，日常の理論（経営の実践を支えている知識の体系）
の共有性と発展性とをとらえる概念として，組織パラダイムの概念を提案す
る。組織パラダイムとは， 「組織構成員によって共有されたイメージとして
の世界観であり，構成員が日常の理論を用いたり（共有性）， それを発展さ
せたりする（発展性）ときの手掛りとする基本的なメクファーの集合体あ
茫」
この組織パラダイムが， 「組織のなかでどの様な機能を果しているか，そ
れが日常の理論の発展のダイナミックスにどの様な性質をもたらすかを議論
する」ことにより，パラダイムの転換（創造と革新）を検討している。
パラダイム転換に成功した企業を見ていると，変化の渦，流れが非常にう
まくつくりだされていることに気づく。通常の経営管理論というよりも，む
しろ運動論ともいうべき発想が要求される。
パラダイム転換は， トップの戦略志向性とミドルの創造性とをうまく連
動，共振，律動させることによって生み出されるのである。そこから新しい
(33) 庭本佳和稿「情報ネットワーク社会における企業経営」（中辻・大橋編著「情
報化社会と企業経営」第1章） （昭63,中央経済社）。
(34) 野中郁次郎稿「情報処理から情報創造へ」（日経新聞61.2.7) 
拙稿「情報化と企業経蛍」（商学論集第3硝紗言3, 4, 5号）。
(35) 加護野忠男著「組織認識論」（昭63.4千倉書房） p.15。
情報ネットワークと企業経営(I)（中辻）
(36) 
渦や流れが生み出されるのである。
(549)263 
この研究で検討する対象各企業それぞれのさらに詳細な考察とともに，そ
れらに共通して駆識される「戦略思考の革新」，「情報創造のマネジメント」，
さらに「企業パラダイムの転換」について研究する必要を感ずる。
（つづく）
(36) 加護野忠男著前掲書。
同上 著「企業のパラダイム変革」（昭63,講談社）。
